
10

そうじゃ  議会だより

11

実質収支＝歳入から歳出を差し引いた額－
翌年度へ繰り越された財源

単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度
の実質収支

実質単年度収支＝単年度収支 +財政調整基
金等積立額－財政調整基金等取崩額 +地
方債繰上償還金

　
実
質
収
支
、
実
質
単
年
度
収

支
は
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

単
年
度
収
支
は
１
億
２
０
７
万

円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
公
営
企
業
会
計
決
算
認
定

　
上
水
道
で
は
３
７
４
９
万
円

の
当
年
度
純
利
益
、
簡
易
水
道

で
は
１
４
１
７
万
円
の
当
年
度

純
損
失
を
生
じ
、
水
道
事
業
会

計
全
体
で
は
２
３
３
２
万
円
の

当
年
度
純
利
益
が
生
じ
て
い
ま

す
。

　
ま
た
、
工
業
用
水
道
事
業
会

計
で
は
２
７
５
４
万
円
の
当
年

度
純
利
益
が
生
じ
て
い
ま
す
。

決
　
算
　
認
　
定

　
平
成
20
年
度
の
一
般
会
計
、

特
別
会
計
及
び
公
営
企
業
会
計

の
決
算
が
、
監
査
委
員
の
意
見

を
付
け
、
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、
一
般
会
計
決

算
審
査
特
別
委
員
会
を
設
置
し
、

そ
れ
に
付
託
の
上
、
ま
た
、
特

別
会
計
及
び
公
営
企
業
会
計
は
、

所
管
の
常
任
委
員
会
に
付
託
の

上
、
そ
れ
ぞ
れ
慎
重
に
審
査
し

た
結
果
、
い
ず
れ
も
認
定
し
ま

し
た
。

●
一
般
会
計
決
算
認
定

　
決
算
額
は
、
歳
入
２
４
４
億

４
０
０
６
万
円
、
歳
出
２
３
９

億
５
０
０
１
万
円
、
歳
入
か
ら

歳
出
を
差
し
引
い
た
額
は
４
億

９
０
０
５
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　
実
質
収
支
、
実
質
単
年
度
収

支
は
と
も
に
黒
字
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
単
年
度
収
支
は
１
億

８
０
５
４
万
円
の
赤
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。

●
特
別
会
計
決
算
認
定

　
8
特
別
会
計
の
合
計
決
算
額

は
、
歳
入
１
６
９
億
５
２
９
万

円
、
歳
出
１
６
１
億
２
４
４
０

万
円
、
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し

引
い
た
額
は
７
億
８
０
８
９
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

主
な
議
決
議
案

●
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改

正
に
つ
い
て

国
の
緊
急
少
子
化
対
策
と
し

て
平
成
21
年
10
月
１
日
か
ら
平

成
23
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
、

暫
定
措
置
と
し
て
出
産
育
児
一

時
金
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
伴

い
、
関
係
条
文
を
整
備
す
る
も

の
。

●
子
ど
も
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

未
来
を
築
く
す
べ
て
の
子
ど

も
が
家
庭
、
地
域
か
ら
愛
さ
れ
、

心
豊
か
に
育
ま
れ
な
が
ら
健
や

か
に
成
長
し
て
い
く
こ
と
を
目

的
に
、
子
ど
も
の
育
成
に
関
す

る
基
本
理
念
や
子
ど
も
の
権
利

の
内
容
を
定
め
、
ま
ち
全
体
で

子
ど
も
の
育
み
を
支
え
合
う
仕

組
み
を
整
え
る
た
め
、
条
例
を

制
定
す
る
も
の
。

こ
の
条
例
の
内
容
は
、
目
的
、

基
本
理
念
、
子
ど
も
の
権
利
等

の
内
容
、
家
庭
・
学
校
園
等
の

役
割
、
基
本
的
な
施
策
か
ら
な

る
全
23
条
で
構
成
さ
れ
て
い
ま

す
。
子
ど
も
に
も
理
解
で
き
る

よ
う
に
、
平
易
な
言
葉
で
表
現

さ
れ
た
条
文
と
し
て
お
り
、
従

来
の
条
文
と
は
異
な
る
形
式
を

と
っ
て
い
ま
す
。

●
積
立
基
金
現
在
高
比
率

標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
積

立
基
金
の
現
在
高
を
示
す
比
率

で
す
。

本
市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
35
・
６
％
で
し
た
。

19年度

18年度

9位

7位

●
地
方
債
現
在
高
比
率

標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
地

方
債
の
現
在
高
を
示
す
比
率
で

す
。本

市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
２
３
４
・
２
％
で
し
た
。

19年度

18年度

13位

13位

補

正

予

算

●
平
成
21
年
度
総
社
市
一
般
会

計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

　
今
回
13
億
９
９
０
０
万
円
を

追
加
し
、
予
算
総
額
は
２
４
５

億
１
０
７
０
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　
主
な
も
の
は
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
予
防
接
種
の
助
成
な
ど

に
伴
う
経
費
、
希
望
退
職
の
職

員
に
係
る
退
職
手
当
の
増
額
な

ど
で
す
。

●
実
質
公
債
費
比
率

地
方
公
共
団
体
の
借
金
依
存

度
を
示
す
も
の
で
、
過
去
３
カ

年
間
の
平
均
値
で
示
す
比
率
で

す
。こ

の
比
率
が
18
％
以
上
の
団

体
は
、
地
方
債
の
発
行
に
県
の

許
可
が
必
要
で
あ
り
、
今
後
の

財
務
の
見
通
し
を
示
し
た
公
債

費
負
担
適
正
化
計
画
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
こ
の
比
率
が
25
％
以

上
に
な
る
と
、
単
独
事
業
な
ど

で
地
方
債
の
発
行
が
制
限
さ
れ

ま
す
。

本
市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
20
・
３
％
で
し
た
。

19年度

18年度

12位

11位

●
実
質
収
支
比
率

地
方
公
共
団
体
の
決
算
剰
余

ま
た
は
欠
損
の
状
況
を
標
準
財

政
規
模
と
の
比
較
で
あ
ら
わ
し

た
も
の
で
、
お
お
む
ね
標
準
財

政
規
模
の
３
～
５
％
程
度
が
望

ま
し
い
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

本
市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
3.6
％
で
し
た
。

19年度

18年度

9位

10位

●
経
常
収
支
比
率

地
方
公
共
団
体
の
財
政
構
造

の
弾
力
性
を
判
断
す
る
た
め
の

指
標
で
、
比
率
が
低
い
ほ
ど
弾

力
性
が
大
き
い
こ
と
を
示
し
ま

す
。人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費

等
の
経
常
的
経
費
に
地
方
税
、

地
方
交
付
税
等
の
経
常
的
一
般

財
源
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て

い
る
か
を
表
す
比
率
で
す
。

本
市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
91
・
５
％
（
臨
時
財
政
対
策

債
を
含
む
）
で
し
た
。

19年度

18年度

4位

7位

●
財
政
力
指
数

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を

示
す
指
標
で
、
指
数
が
「
１
」

に
近
く
、
ま
た
、「
１
」
を
超

え
る
ほ
ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る

こ
と
を
示
し
ま
す
。

基
準
財
政
収
入
額
を
基
準
財

政
需
要
額
で
除
し
て
得
た
数
値

の
過
去
３
ヵ
年
間
の
平
均
値
で

示
す
指
数
で
す
。

本
市
の
平
成
19
年
度
決
算
で

は
０
・
６
１
８
（
平
成
19
年
度

単
年
度
で
の
指
数
）
で
し
た
。

19年度

18年度

4位

4位

平成19年度決算における

県内での財政状況ランキング
決算関係議案を認定
厳しい財政状態続く!!

　平成19年度決算における本市の財政状況が、県内ではどの程度に位置しているか、各種の財政指標、基金（市

の貯金）の現在高及び地方債（市の借金）の現在高などでお知らせします。

　なお、上段が19年度決算（県内15市）でのランキング、下段が18年度決算におけるランキングです。

　8月定例市議会が8月 25日から 9月 7日までの14日間の会期で開かれました。
　この議会では、報告3件、認定 11件、議案 16件の計 30件を審査し、いずれも原
案どおり可決等しました。
　また、このほかに陳情3件を審査しました。

8 月
定例市議会

会　計　名 予算額 決算額

一　般　会　計 26,495 23,950 

特

　

別

　

会

　

計

国民健康保険 5,841 5,634 

老人保健 737 582 

後期高齢者医療 583 576 

介護保険 4,042 3,981 

農業集落排水事業費 626 618 

公共下水道事業費 3,170 3,028 

国民宿舎事業費 851 824 

総社駅南地区土地区画整理事業費 1,205 881 

計 17,055 16,124 

公
営
企
業
会
計

水道事業 1,948 1,812 

工業用水道 54 47 

計 2,002 1,859 

合　　　計 45,552 41,934 

（単位：百万円）
平成 20年度　会計別歳出決算の状況

市
が
特
定
の
事
業
を
行

う
場
合
、
特
定
の
歳
入
を

も
っ
て
特
定
の
歳
出
に
充

て
、
一
般
会
計
と
区
分
し

て
経
理
す
る
必
要
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
、
特
別

会
計
を
設
置
し
、
一
般
会

計
と
分
け
て
経
理
を
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

特
別
会
計

豆 知 識


